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A.研究目的：

　国外における実践能力認証制度の動向を明らかにすることを目的とした。

B.研究方法：

　高度看護実践制度がある国々に赴いて諸関係者に聞き取り調査を行い、これまでの制度設立の背景ならびに変遷を知り、更に今後の展望についての動向を整理する。

　調査対象としては、既にナースプラクティショナー制度を確立し、その教育制度ならびに能力認証制度についても試行していると考えられる豪州と、専門看護師、ナースプラクティショナー、麻酔看護師資格制度を確立し、その教育体系を設立している米国の両国を調査対象として選定した。

　調査対象国各々において、その活動の関係者を

探し、当事者にコンタクトを取り、さらなる関係者を辿るともに、それら関係者らに対して直接面談することを通して、実情や今後の方向性などに繋がる各種情報収集を行った。

C.研究結果およびD.考察
＜豪州＞

　1998年に高度実践看護師制度を確立開始した同国では、そのベースとなる看護師資格認定は、国家一律の試験のような方式で行われているわけではない。教育機関に対する機関認証制が基本であり、卒業・修了を認定する教育機関の最終認定をもって免許資格認定としている。

　修了要件の一つにはOSCE（Objective Structured Clinical Examination）の合格が求められている。このことから単なる知識面だけの認証では修了としないとする方針が確認された。しかしながら、そのOSCE実施に当たっては各教育機関が各々実施しており、具体的な判定基準の共通化はなされていなかった。従ってどのような実践能力を持って足るとするかは実質的には各教育機関の裁量に委ねられており、その認定実施も各教育機関によって行われているということであった。

　教育機関に認定がそのまま資格認定となることは英国などではこれまでに既に行われている方式ではあるが、英国の場合は、最終認定試験をピアレビューとして他の教育機関関係者によって実施されている点が豪州とは異なる。このピアレビューによる相互評価により、卒業レベルの評価が相互になされることになる。このことによって教育機関の質保証を図っているとも考えられる。　

　豪州版ナースプラクティショナーの認証に関しても基礎免許と同様に行われ、基本的に教育機関を認証する機関認証制であり、advance practice免許認定に関してもOSCEが採択されているが、その最終評価ならびに教育機関認証についての質保証の仕組みは十分とは言えない。

　初回の免許認証の後の更新制度に関しては存在するが、その場で具体的な試験のようなものを行うものではない。あくまでも専門職としての自己研鑽を中心とし、その研鑽内容について基準に適うかが更新要件となる。

　このような現状に関して、有力な教育機関の一つであるQueensland University of Technologyの看護学部長Helen Edwards、実践力認証に関してその制度的な有効性に関する研究並びに研究成果を基に能力認証制度の試行を試みている研究者である同学部研究ディレクターDebra Anderson、豪州の教育認証制度に詳しいAustralian Catholic University教授Mary Courtneyらに面識を得て訪問インタビューを行った。
　その結果、同国では特に高度実践看護に関する運用能力認定については何らかの共通試験的な認定を今後必要とするであろうとの見解を得た。しかしながらこれまでの歴史的経緯などから数年単位での制度設立は見越せず、地道に準備を進めて行く必要があるとの見解で一致していた。

＜米国＞

　米国においては、免許制度、教育制度などは概ね米国内で相互に類似のものがあるが、完全に統一されているものではない。そもそも米国は合衆国であり、各州の立法・行政権限が優先し、州を越える活動、すなわち外交と軍事が合衆国政府の専権事項となる。警察もまず優先権は地元の所轄にあり、市町村を越えた事案の場合には郡警察が、郡をまたがる事案になった場合に州警察が動く。FBI（Federal Bureau of Investigation 米連邦捜査局）の介入は基本的に複数州に掛かる事案の場合である。

　このように州政府の行政権限が最高位であるために、国家資格は存在しないとも言える。しかしながら米国民としての一定の各種保証のために認定機関の役割が必要とされ、看護教育に関してはNLN（National League for Nursing）が機関認証を行い、その機関認証を受けた教育機関の卒業．修了者について州政府当局が資格試験についての受験資格を授与する仕組みとなっている。

　州行政府が受験資格を認めることによっては初めて全国共通のコンピュータによる試験（computer-adaptive test: CAT）である看護師試験（National Council Licensure Examination：NCLEX）を受験できる。この全国共通試験成績についても何点で合格にするかについての決定権は各州に委ねられているが、実際には全州においてその足切り点を同じにしているために、別の州で取得した看護師免許をendorseしてその州の看護師免許として有効にするためには、手続きこそ必要であるが、再度認定試験を受ける必要はないため、実質上の免許の移動に支障はない。これは丁度、我が国の自動車運転免許の免許者は国土交通大臣でなく、各都道府県公安委員会から交付されるが。その自動車運転免許を他の都道府県にendorse出来るのと同様の仕組みである。

　そこでNLNの試験制度（NLN Testing Service）の担当者であるAndrea Gambardellaにコンタクトし訪問インタビューを行った。その結果、米国では実践能力育成のために、従来の実習に加えてシミュレーション教育が取り入れられるようになってきており、その隆盛は昨今著しいものがある。具体的には2000年の時点でシミュレーション教育を取り入れていた教育機関が3%であったものが10年後の2010年時点では87%の教育機関においてシミュレーション教育が提供されていた。行政府としての取り組みも進んでおり、臨地実習の代替としてシミュレーションを用いた教育実践が正式に認可されつつある。現時点では全米の中で5州と準州であるプエルトリコでは州条例の改正が済んでおり、16州では条例改定は済んではいないが運用上の認可がなされ、17州では条例の改定はまだであるが運用許可を検討中であった。運用例の一例として、フロリダ州においては臨地実習の25%までは演習室におけるシミュレーション教育で代用可能としていた。このような新たな教育手法を取り入れて行くことで、超急性期化し学生実習としての現場での実地訓練が困難な昨今の状況に対応していこうとする方向性が確認できた。

　運用能力を評価する手法の一つとしてのOSCEの導入については、僅かな入門課程で実験的に試行されているようではあるが、その成果についてはこれまで十分に検証されてこなかった。そこでNLNとして2010年からシミュレーション教育とその評価手法についての研究事業を展開した。その成果は正式にはまだ公開されていなかったが、担当者への直接インタビューから概略を掴んだ。当該研究事業への任意参加を募り、10教育機関で２年位渡る介入追跡研究を行った。Creighton Competency Evaluation Instrument (CCEI)を用いてアウトカム評価を試みたが、結局のところ人が人を評価するというstructureの限界が立ちはだかり、評価者の標準化をいかにして行うかという今後の課題が明確化されたという情報を得た。

　NLNの機関認証範囲は主に基礎入門課程であり、advance practiceに関しては、各種関係団体による認証認定制度を基としている。ナースプラクティショナーについては米国看護師協会（American Association of Nurses: ANA）の下部組織である米国看護認証センター（American Nursing Credential Center: ANCC）による認定試験が用意されている。この全国共通試験の得点結果を添えてナースプラクティショナー教育機関の修了証書を州政府に提出することによりその州のナースプラクティショナー免許を申請することになる。ANCCの全国共通試験成績についても何点で合格にするかについての決定権は各州に委ねられているが、実際には全州においてその足切り点を同じにしているために、別の州で取得したナースプラクティショナー免許をendorseしてその州で有効にすることには実質上の支障はない。ちなみに医師免許に関してはこの点では異なり、全国共通医師免許試験があるがその合格基準点が州によって異なっているために、必ずしもendorsementが成り立たない場合もある。また余談であるがANAの組織率は約10%に過ぎず、全米での看護職の9割はANAに入会していない。そのためにANCC以外の認証制度の動きもないわけではなさそうであるが、それ以上の確認は困難であった。

　上記の認証はあくまで知識面での能力確認に過ぎず、実践運用能力認定についての動向を探った。New York University看護学部Doctor of Nursing Practice Programsの責任者であるJamesetta A. Newland、Pace Universityの学長代理兼看護学部長Harriet R. Feldman、Mercy College副学長Bernadette Amicucci、University of Pittsburg看護学部で麻酔看護師教育担当Richard Henkerにインタビュー調査を行った。その結果、ナースプラクティショナー課程で試行的にOSCEを試みかけている教育機関はないことはないが、その成果は十分には示されていないこと、麻酔看護師では実践能力認定を実技で行うべく水面下で準備は進めているがその実現はまだまだ先であること、ナースプラクティショナーの実践能力認定の構想はないわけではなさそうであるが、毎年の養成人数に対しての実技認定試験運用が非現実的であることから、現時点では教育機関認証に頼らざるを得ないという認識が明らかになった。

　以上のように米国においては現時点では入門課程、advance practice課程のいずれも実践能力認定を個別の試験方式で進めることは困難との認識があったが、免許制度そのものに更新制が取り入れられており、実務経験を維持することを通して運用能力の維持向上を担保しようとしているものとも窺えた。

E.結論

　調査を行った豪州、米国においては実践能力認定を様々な形で検討され一部試行されていたが、十分な標準化まで至っていなかった。今後は更に、これまでも標準化が必要とされそれに応えるべく検討を重ねてきた欧州連合を中心に、人的資源交流の実績のある欧州や北欧諸国の実態と動向を明らかにして行くことで、今後の我が国における在り方への示唆を探る必要があると考えられた。

F.研究発表

　なし
G.知的財産権の出願・登録状況

　なし
研究要旨：　高度看護実践制度がある国々に赴いて諸関係者に聞き取り調査を行い、これまでの制度設立の背景ならびに変遷を知り、更に今後の展望についての動向を整理することを目的とした。


　研究方法として既にナースプラクティショナー制度を確立し、その教育制度ならびに能力認証制度についても試行していると考えられる豪州と、専門看護師、ナースプラクティショナー、麻酔看護師資格制度を確立し、その教育体系を設立している米国の両国を調査対象とし、その両国において、その活動の関係者らに対して直接面談することを通して聴き取り調査を行った。


　調査を行った豪州、米国においては実践能力認定を様々な形で検討され一部試行されていたが、十分な標準化まで至っていなかった。今後は更に、これまでも標準化が必要とされそれに応えるべく検討を重ねてきた欧州連合を中心に、人的資源交流の実績のある欧州や北欧諸国の実態と動向を明らかにして行くことで、今後の我が国における在り方への示唆を探る必要があると考えられた。








